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第 1 章 日本におけるダイバーシティ＆インクルージョンの現状 
1-1 日本政府によるダイバーシティ＆インクルージョンへの取り組み 
1-2 日本企業によるダイバーシティ＆インクルージョンへの取り組み 
1-3 WLB とダイバーシティ＆インクルージョンとの関連 








































































































































図表 1-1-1 労働力人口及び労働力人口総数に占める女性割合の推移 
出典：働く女性の状況―厚生労働省 
http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/josei-jitsujo/dl/14b.pdf 
（平成 29 年 4 月閲覧） 
 
 
図表 1-1-2 就業者及び管理的職業従事者に占める女性の割合（国際比較） 
出典：内閣府男女共同参画局 男女共同参画白書（平成 28 年版）就業者及び管理的職業
従事者に占める女性の割合（国際比較） 
http://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/h28/zentai/html/zuhyo/zuhyo



























































年年齢を、50 歳や 55 歳から 60 歳へ引き上げる方向へ一気に動いたのである。 

































図表 1-1-4 高年齢者雇用安定法の主な改正内容 
出典：厚生労働省職業安定局 山下禎博 「高齢者雇用の現状と対策」 
http://www.th.emb-japan.go.jp/jp/jis/2016/1617mhlw-jp.pdf 







図表 1-1-5 平成 28 年高年齢者雇用就業対策の体系 
出典：厚生労働省職業安定局 山下禎博 「高齢者雇用の現状と対策」 
http://www.th.emb-japan.go.jp/jp/jis/2016/1617mhlw-jp.pdf 












































2 内閣府男女共同参画局 http://www.gender.go.jp/kaigi/honbu/150620.html 平成
日本企業のダイバーシティ＆インクルージョンの現状と課題 
33 
29 年 5 月 26 日閲覧 
3 内閣府男女共同参画局（2010）『第 3 次男女共同参画基本計画』p3 




























（日本 HP）及びプロクター・アンド・ギャンブル・ジャパン（P & G ジャパン）
の 4 社を取り上げることにする。 
34 










換していった。（荒金 2013、日本経済新聞 1999 年 5 月 10 日） 











進を図った。（2002 年 3 月 18 日日本経済新聞社） 











である SEED センター6 を立ち上げ、2 年間の職業訓練と他企業への就職支援
を実施、2003 年には、障害者を契約社員として雇用するインターナショナル
サービスセンター（ISC）という仕組みをつくり、さらに 2005 年には自主運営
の社内女性社員ネットワークグループである WAWJ（Women at Work Japan）
を立ち上げ、女性の活躍推進にも取り組んでいる。 
















たのは 2000 年頃からである。（西田 2016、荒金 2013）先にも述べたように、
在日外資系企業におけるダイバーシティが本格化したのは 1990 年代頃である













の 4 社を取り上げることにする。 
パナソニック株式会社（資本金 2,587 億円 従業員 257,533 名 本社大阪府 
総合エレクトロニクスメーカー）は 1999 年より、女性社員の積極的な活用に
向けた取り組みであるイコールパートナーシップ事業 7 を開始した。2001 年に
「女性かがやき本部」を設置し、ダイバーシティへの取り組みを加速させてきた。
2005 年より、社長直轄組織の女性活躍推進室を設置し、女性活躍推進活動をし





男性 23.5 年、女性 22.1 年（2015 年）とほぼ男女同年数となっている。また、
同年における女性の役付者比率も 6.5％と他企業と比較して高くなっている。
さらに、従業員国別比率は日本 42％、中国 23％、アジア 23％、米州 8％、欧
州 4％と多国籍に及んでおり、主要グループ会社における 2015 年の障害者雇
用率は 2.5％となっており、法定雇用率の 2.0％を大きく上回っている 9。 












2005 年度から 2012 年度かけては、第 1 フェーズから第 3 フェーズ行動計画（女
性管理職登用の発展期）が実施された時期でもある。この時期においては、女
性リーダー登用と WLB の同時推進（女性リーダー数値目標 30%、働き方見直





















野村ホールディングス（資本金 5,945 億 従業員 28,186 名 本社東京都 ア
ジア最大と同時に世界的影響力を持つ投資銀行・証券持株会社）は、2008 年に
リーマン・ブラザーズのアジア・太平洋部門と欧州・中東部門のビジネスを継
承した。その結果、社員約 29,000 人の半数が外国人で、国籍も 70 カ国以上に
なり、人材のグローバル化が一気に進んだため、多様性を尊重するダイバーシ










































6 SEED センターの SEED は種をあらわす英語の SEED から由来しており、自ら
の意思と力で芽を出し、花を咲かせようとするシード（種）を支援しようという
メッセージを込めた名称である。（http://jp.ext.hp.com/info/hr/seed/what.html 




年までに現在の 600 人から 2 倍以上の 1,200 人にする、②1,200 人の役付者のう
ち 200 人以上を課長職以上として登用・配置するであった。 
（www.mhlw.go.jp/houdou/0105/h0525-2c.html 2017 年 6 月 20 日閲覧） 
8 http://www.panasonic.com/jp/corporate/jobs/career/work/diversity.html 
https://panasonic.co.jp/es/company/diversity/01/（2017 年 6 月 20 日閲覧） 
9 Panasonic Diversity Special site（2017 年 6 月 21 日閲覧） 
10 人事制度研究会 日産自動車のダイバーシティ推進への取組み ―女性社員の能
力活用や両立支援の活動に学ぶ―日産自動車株式会社 ダイバーシティディベ
ロップメントオフィス室長 吉丸 由紀子氏 
（http://www.kana-keikyo.jp/ 2017 年 6 月 22 日閲覧） 
11 www.nissan-global.com（2017 年 6 月 22 日閲覧） 






















































16 近年、労働時間を意識した WLB という表現から、アマゾン CEO ジェフ・ベゾス
が言うような、仕事と生活の調和であるワークライフ・ハーモニー（WLH）とい
う表現がされるようになって来ている。河口らの考え方は WLB よりも WLH に
近いのではないだろうかとも考えられる。 
（https://forbesjapan.com/articles/detail/16939/1/1/1 平成 29 年 7 月 13 日閲覧
参照） 
17 中村豊（2017）「ダイバーシティ＆インクルージョンの基本概念・歴史的変遷お
よび意義」高千穂論叢 2017.5 p62 
 
 






（Human Development Report）2016 によると、日本は長寿で健康な生活、知
識へのアクセス、一定の生活水準の 3 つの側面から人間開発の前進を測定する





く指数である GII（ジェンダー不平等指数 Gender Inequality Index）では、









































このランク付けによる、2017 年版総合ランキングにおける第 1 位は第一生






第一生命保険株式会社（資本金 600 億円 従業員 57,266 名 本社東京都 生
命保険業）は、東洋経済新報社主催第 5 回「ダイバーシティ経営大賞」（2012
年）及び、NPO 法人 J-Win 主催の「2016 J-Win ダイバーシティ・アワード」
で大賞を受賞、また日経 WOMAN 実施の「女性活用度調査」で総合ランキン
グ第 1 位（2017 年）となるなど、我が国における女性活躍推進においてトッ
プレベルの先進的企業である。 




































図表 2-1-1 第一生命保険の妊娠・出産・育児・復職に関わる制度 
出典：第一生命保険公式ホームページ 
（http://www.dai-ichi-life.co.jp/dsr/employee/diversity/worklife.html 
平成 29 年 7 月 26 日閲覧） 
 
 
図表 2-1-2 ファミリーフレンドリー（仕事と家庭の両立支援）制度の充実 
出典：第一生命保険公式ホームページ 
（http://www.dai-ichi-life.co.jp/dsr/employee/diversity/worklife.html 






（http://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/ 平成 29 年 7 月 20 日閲覧） 
19 2017 年版「女性が活躍する会社 BEST100」 
（http://wol.nikkeibp.co.jp/atcl/column/15/ 平成 29 年 7 月 20 日閲覧） 





（http://www.dai-ichi-life-saiyo.jp/message/top_message.html 平成 29 年 7 月
26 日閲覧）  
21 第一生命ホームページ参照（http://dai-ichi-saiyo.jp/2018/culture/wlb.html  
平成 29 年 7 月 26 日閲覧） 
22 キャリアチャレンジ制度とは、新たな職務へのチャレンジ（人事異動）を公募す
る FA 制度であり、2015 年までの 5 年累計で 610 名が参加している。社内トレー
ニー制度とは、新しい業務フィールドへの展開をサポートするため、社内の他所
属業務を体験する短期留学制度であり、2015 年までの 5 年累計で 4,583 名が参加
している。また、社外トレーニー制度とは、社外基準で業務を実体験する他企業
への短期留学制度であり 2015 年までの 5 年累計で 365 名が参加している。 





























































































基準に、60 歳到達後 4 月 80％、62 歳到達後 4 月 70％、63 歳到達後 4 月 60％）






社員が毎日 127 文字で会社を良くする提案を経営に上げる仕組み）がある。 

















2004 年に役割等級制度を導入し、2013 年には職能資格的要素を付け加えた。 









続 40 年区分を追加、②60 歳となった 4 月に 1 ヶ月の特別休暇を取得してもら








23 吉田 寿 商工ジャーナル 2016.12『日本企業におけるエイジダイバーシティ』 
24 船戸孝重 徳山求大「折れない新入社員の育て方」 p41-p55 ダイヤモンド社 











26 高齢・障害・求職者雇用支援機構 2017.3『65 歳超雇用推進マニュアルー高齢者
の戦力化のすすめー』付録 1 企業事例  
27 平成 23 年度に新たに設けられた制度で、60 歳以上の社員を対象にした役職であ
























人（国籍）と場所の 2 つの視点から重要課題を 4 象限に整理し分析している。





























図表 2-3-1 「人材のグローバル化」の中身 
出典：石原直子『人材のグローバル化』は進むのか Works Review Vol.7 (2012), 8-21
図表 1 一部筆者加筆 
 

























































































































































株式会社ダイナックス（資本金 5 億 従業員 1,040 人 本社北海道 輸送用































エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社（資本金 211,763 百万円 
従業員 6,650 人 内外国人 122 人 本社東京 電気通信事業）も 2015 年度新・
ダイバーシティ経営企業 100 選（対象は外国人）受賞企業である。同社は、国
内市場の縮小予測から、2008 年より海外事業の拡大を開始した。その一環とし








展開 34 が挙げられる。 
同社のダイバーシティ経営による成果として、①業務プロセスの標準化推進

















30 2015 年度派遣者は 5 名であり、内 4 名は女性である。 





一般社団法人経済産業調査会「ダイバーシティ経営戦略 4」経済産業省編 2016 年
pp.33-34 
32 2014 年から 2015 年における、2 年間の現地採用の新入社員の約 2 割が外国人で
ある。また、外国人社員の定着のために、事前の日本語研修、日本企業文化の研
修、定期的人事面接などを実施し、手厚いフォローを実施している。 




33 入社後 3 年程度の若手社員を毎年 100 名程度海外赴任させ 1 年間実地トレーニン
グを経験させることにより、本社と海外法人相互の人材育成を積極的に進めてい
る。 
 一般社団法人経済産業調査会「ダイバーシティ経営戦略 4」経済産業省編 2016 年
p67 
34 社内の情報発信は日本語と英語の 2 ヶ国語により実施し、プロジェクト収支管理
の統一化・業務標準化による全社員のプロセス共有化（業務の属人化の排除）な
どにより各社の役割が明確化し、業務の重複が解消されるなどの効果があった。 





















2002 年における法定雇用率 5％、実質雇用率 3.8％のドイツや、2004 年におけ








































マツダ株式会社（資本金 2,589 億円 従業員 22,121 人 本社広島県 自動
車製造業）の障害者雇用率は法定雇用率 2.0％を上回る 2.03％（2016 年現在）

























カシオ計算機株式会社（資本金 485 億 9,200 万円 従業員 2,754 人 本社






















36 Mazda Way とは、これまでマツダで継承されてきた基本的な考え方や価値観を 7
つに集約し、職務遂行上での重要事項をまとめたものである。Mazda Way の 7
つとは誠実、基本・着実、継続的改善、挑戦、自分発、共育（ともいく）、ONE Mazda
を言う。 












































イケアジャパン株式会社（資本金 1 億 1 千万円 従業員 3,122 人 本社千葉
県 家具および家財道具、雑貨等の小売販売業務）は家具小売世界最大手イケ








徴は以下の 4 つである。 
第 1 は、パートタイマーと言う考え方を廃止し、従業員全員を共に働く人を
意味する「コワーカー（Co-worker）」という呼称にし、同一労働同一賃金制度




ワークショップ研修（2014 年 6 月）」を実施すると同時に、短時間コワーカー



















は 4 つのメリットがあった。 










株式会社りそな銀行（資本金 2,799 億円 社員 9,515 人 パートナー社員 40






















































述べている。LGBT は、それらの性の 3 要素と、男性・女性のいずれかと組み
合わされることで図表 2-6-1 にあるように 23＝8 通りにもなる。 
 
 
図表 2-6-1 3 つの側面から見る性の多様な組み合わせとセクシャリティの関係 
―LGBT を例に― 
損保ジャパン日本興亜 RM レポート 2017 年 2 月 22 日 p2 より抜粋（一部変更） 
68 





であり、その多様性を認識することが LGBT 理解の出発点となる。 




ている。日本でも電通の LGBT 調査 2012 では 5.2％、LGBT 調査 2015 では









非当事者 14%）、③差別的言動が多い（当事者 58%、非当事者 29%）であった。
この数字は、性的マイノリティに対して職場環境が整備されておらず自己の能
力を十分に発揮する環境には程遠いことを意味する。 










が高い数値を示しているのが分かる。（Nijiiro Diversity, Center for gender 





















点から取り組んでいる日本企業 2 事例を取り上げることにする。 
 
（２）LGBT（性的少数者）に関するダイバーシティ＆インクルージョンの事例 
アクセンチュアル株式会社（資本金 3 億 5 千万円 従業員約 9,000 人 本社













の認知度向上促進や自社 LGBT 活動のプロモーションのために、横浜 LGBT
イベント 2016 や代々木公園レインボープライト 2016 への協賛・出展・パレー
ドへの参加、LGBT の求職者向けに特定非営利活動法人 ReBit と連携し、2016
年から実施している若者のための IT アカデミ （ーCTAC）の実施により LGBT
の理解・支援や差別禁止についての社外への公表、③業務活動の一環として、















日本航空株式会社（資本金 3,558 億 4 千 5 百万円 従業員 11,449 人 本社




























44 男性同性愛者は queer、fagot と罵られていたが、自分達のことを肯定的に表現す











活者タイプの 3 つに大きく分類できる。 
47 セクシャリティとは性行動の対象の選択や、性に関連する行動・傾向の総称を指
す。 






49 PRIDE 指標とは、2016 年 10 月任意団体 work with Pride により日本で始めて策
定された性的マイノリティに対する企業の取り組みを評価する指標である。評価
項目は①行動宣言②当事者コミュニティ③啓発活動④人事制度、プログラム⑤社
会貢献、生涯活動の 5 つである。 
50 独立行政法人労働政策研究・研修機構 LGBT の就労に関する企業等の取り組み事
例 pp.4-7 参照 
51 独立行政法人労働政策研究・研修機構 LGBT の就労に関する企業等の取り組み事
















（2008）の中で、効果連鎖を生み出す多様性は、第 1 段階 Profile Diversity（個の
質・量の充実としての属性面の多様性）、第 2 段階 Thought Diversity（個々人の















図表 2-7-1 多様性の効果連鎖における｢オピニオンダイバーシティ｣の重要性 
出典：マーサー・ジャパン「個を活かすダイバーシティ戦略」2008 ファーストプレス p199 
74 
第 3 章 日本企業にみるダイバーシティ＆インクルージョンの 
先進的企業の事例と考察 
3-1 株式会社リクルートホールディングスにみる事例と考察 
株式会社リクルートホールディングス（創業 1960 年 資本金 100 億円 従
業員 512 人 グループ従業員 45,688 人 2017 年 3 月現在 業種 インター
ネット関連 広告・コンサルタント・出版・ソフトウェア）は「2017 J-Win
ダイバーシティ・アワード」企業賞アドバンス部門大賞を受賞したダイバーシ




































し、リモートワーク 53 を導入し、本格的なワークスタイル改革を推進している。 
 
年 度 テ  ー  マ 各  種  施  策 

















2015 年 STEP⑤ 
男女問わず柔軟な働き方の支援 
本格的なワークスタイルイノベーションに着手 





修・Career Cafe 28 
育ボスブートキャンプ・Career Cafe 28 BOSS 
サテライトオフィス設置（キッズスペース付あり） 
全従業員対象上限なしリモートワーク 
図表 3-1-1 リクルートグループのダイバーシティ推進 




2012 年 9 月にグループの国内主要企業における経営の意思決定に関与して
いる女性（執行役員あるいは同等の権限を保有する者）の任用比率の目標を
「2015 年 4 月までに 10％以上」とし、2015 年 4 月に任用目標の達成をした。
2015 年以降の新たな中期目標として、女性課長比率を「2018 年 4 月までに 30％










（ア）女性経営者育成プログラム（Women’s Leadership Program） 
同プログラム実施の背景は、2012 年のグループ内調査で、高い役職を志望す




















（Career Cafe 28／Career Cafe 28 Boss） 
























リクルートでは、2012 年 10 月の分社化を受けリクルート国内主要企業で、
各社が自立的なダイバーシティ推進を実施している。 




























（オ）リクルートライフスタイル（女性管理職比率 29.1％ 2017 年 4 月現在） 










































るダイバーシティ＆インクルージョンを加速する目的で、D & I 推進に取り組む
企業と個人を表彰するものである。賞には、企業賞として、アドバンス部門とベー
シック部門がありそれぞれに大賞と準大賞がある。また、個人賞としては、経営
者アワードとリーダ ・ーアワードがある。同社は、2008 年と 2014 年に企業大賞、
















54 オフィスのフリーアドレス化とは、オフィスにおける従来の形態である社員 1 人
1 人に固定化された席が設けられるオフィスクではなく、空いている席やオープ










株式会社千葉銀行（創業 1943年 資本金 1,450 億円 従業員 4,468 名 2017
年 9 月現在 業種 普通銀行業務 預金残高 11 兆 5,883 億円、貸出金残高 9
兆 5,674 億円 地方銀行全国 2 位の規模）は、2014 年に「イクメン起業アワー
ド 2014」において特別賞を受賞 55、2015 年には同行の女性の活躍や障害者雇
























ダーとする「女性活躍サポートチーム」（2014 年 10 月）を立ち上げたことか
ら本格化している。 
その後、性別に関係なく意欲・能力のある職員が活躍できる職場を目指した









ムの実施（2015 年 3 月、役員・部長・女性支店長・女性職員など総勢 161 名























ダイバーシティ・マネジメント推進の第一歩として、2014 年 8 月に女性の
管理職登用に関する数値目標を設定した。具体的には、2020 年度までに同行に
おけるリーダー職 58 の女性比率を 30％とし、また管理職の女性比率を 20％と
するとの数値目標であった。この職場環境整備の結果、女性管理職比率の数値
の推移を 2006 年 3 月と 2017 年 7 月で比較すると、女性リーダー職数は 98 人
（9.4％）から 260 人（29.9％）へと概ね 3 倍の伸びを示している。また、女性




























































図表 3-2-1 千葉銀行における仕事と家庭の両立支援制度 
















スポット休暇（1 日、年 4 回）、アニバーサリー（記念日）休暇（年 1 回）、健
康管理休暇（満 35 歳、45 歳、55 歳）、リフレッシュ休暇（勤続 15 年、20 年
最大 21 日）を設け年次有給休暇の取得促進を図っている。その結果、動向の












づくり）などの実施により、時間外労働時間の短縮を 2016 年度には、2013 年
度比で 4 時間程度の削減を実現した。 
上記のダイバーシティ経営による成果としては、①渉外担当女性の販売実績
































59 小 1 の壁とは、一般的に学童保育が（未就学児の保育所と比較して）開所時間の
短いことから、勤労女性が子供の小学校入学を契機に、仕事と育児の両立が困難
になることを言う。 





















































































図表 4-1-1 ダイバーシティ経営成果のイメージ 




図表 4-1-2 女性活用と利益率の関係 
出典：山本勲『上場企業における女性活用状況と企業業績との関係』 
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注：ROE、ROS、ROIC データは 2001～2004 年の平均値、第 4 四分位（129 社）、第 1
四分位（132 社）「フォーチュン 500」企業（520 社） 
図表 4-1-3 企業の業績と女性役員の比率 
出典：Catalyst 2007 THE BOTTOMLINE: CORPORATIE PERFORMANCE AND  
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